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令和８年９月富津市議会定例会議案等概要 

番 号 件  名  及  び  概  要 関係部 

議案第１号 

令和８年度富津市一般会計補正予算（第２号）の専決

処分の承認を求めることについて 

（提案理由） 

 法人市民税の確定申告に伴う中間納付額の還付が

発生し、当初予算額を上回ることとなった過誤納還

付金に係る予算を措置する令和８年度富津市一般会

計補正予算（第２号）について、地方自治法第179条

第１項の規定により特に緊急を要するため議会を招

集する時間的余裕がないことが明らかであると認

め、令和８年７月７日に専決処分をしたので、同条第

３項の規定によりこれを議会に報告し、承認を求め

るものである。 

総務部 

議案第２号 

令和８年度富津市一般会計補正予算（第３号）の専決

処分の承認を求めることについて 

（提案理由） 

 法人市民税の確定申告に伴う中間納付額の還付が

発生し、予算額を上回ることとなった過誤納還付金

に係る予算を措置する令和８年度富津市一般会計補

正予算（第３号）について、地方自治法第179条第１

項の規定により特に緊急を要するため議会を招集す

る時間的余裕がないことが明らかであると認め、令

和８年７月29日に専決処分をしたので、同条第３項

の規定によりこれを議会に報告し、承認を求めるも

のである。 

総務部 

議案第３号 

富津市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例

の制定について 

（提案理由） 

 地方自治法施行規則の一部を改正する省令が施行

されることに伴い、関連する規定を整備するため、条

例の一部を改正するものである。 

（施行日） 

 令和８年10月１日 

市民部 

   

   

   

1



番 号 件  名  及  び  概  要 関係部 

議案第４号 

富津市中小企業資金融資条例の一部を改正する条例

の制定について 

（提案理由） 

 経済社会情勢の変化を踏まえた企業の事業活動の

持続的な発展を図るための産業競争力強化法等の一

部を改正する法律が施行されたことに伴い、関連す

る規定を整備するため、条例の一部を改正するもの

である。 

（施行日） 

 公布の日 

建設経済部 

議案第５号 

令和８年度富津市一般会計補正予算（第４号） 

補正額               444,530千円 

補正後の予算額          35,562,694千円 

（主な事業） 

・物価高騰対応重点支援地方創生 

臨時交付金活用事業         17,896千円 

・災害復旧事業           370,500千円 

・総務管理運営関係費         35,209千円 

・予備費               30,000千円 

総務部 

議案第６号 

令和８年度富津市国民健康保険事業特別会計補正予

算（第１号） 

補正額                10,681千円 

補正後の予算額          5,012,681千円 

（提案理由） 

 令和７年度決算の確定に伴い、歳入では繰越金な

どを、歳出では国民健康保険基金積立金及び県負担

金返還金を増額するとともに、人事異動等に伴う人

件費補正をするものである。 

市民部 

議案第７号 

令和８年度富津市後期高齢者医療特別会計補正予算

（第１号） 

補正額               △2,161千円 

補正後の予算額           947,839千円 

（提案理由） 

 令和７年度決算の確定に伴い、歳入では繰越金を、

歳出では後期高齢者医療広域連合納付金を増額する

とともに、人事異動等に伴う人件費補正をするもの

である。 

市民部 
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番 号 件  名  及  び  概  要 関係部 

議案第８号 

令和８年度富津市介護保険事業特別会計補正予算

（第１号） 

補正額               134,354千円 

補正後の予算額          5,996,354千円 

（提案理由） 

 令和７年度決算の確定に伴い、歳入では繰越金な

どを、歳出では介護保険給付費準備基金積立金、国庫

負担金返還金などを増額するとともに、人事異動等

に伴う人件費補正をするものである。 

健康福祉部 

議案第９号 

令和７年度富津市一般会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

（決算概要） 

歳入決算額            23,682,873千円 

歳出決算額            22,593,623千円 

差引               1,089,250千円 

（提案理由） 

 地方自治法第233条第３項の規定により令和７年

度決算を監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

るものである。 

総務部 

議案第10号 

令和７年度富津市国民健康保険事業特別会計歳入歳

出決算の認定について 

（決算概要） 

歳入決算額            4,648,769千円 

歳出決算額            4,625,067千円 

差引                 23,702千円 

（提案理由） 

 地方自治法第233条第３項の規定により令和７年

度決算を監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

るものである。 

市民部 

議案第11号 

令和７年度富津市後期高齢者医療特別会計歳入歳出

決算の認定について 

（決算概要） 

歳入決算額             846,028千円 

歳出決算額             841,295千円 

差引                 4,733千円 

（提案理由） 

 地方自治法第233条第３項の規定により令和７年

度決算を監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

るものである。 

市民部 
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番 号 件  名  及  び  概  要 関係部 

議案第12号 

令和７年度富津市介護保険事業特別会計歳入歳出決

算の認定について 

（決算概要） 

歳入決算額            5,899,296千円 

歳出決算額            5,757,220千円 

差引                142,076千円 

（提案理由） 

 地方自治法第233条第３項の規定により令和７年

度決算を監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

るものである。 

健康福祉部 

報告第１号 

令和７年度決算に基づく富津市健全化判断比率の報

告について 

（報告理由） 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条

第１項の規定により令和７年度決算に基づく富津市

健全化判断比率を監査委員の意見を付けて議会に報

告するものである。 

総務部 

報告第２号 

令和７年度富津市一般会計継続費精算報告書につい

て 

（報告理由） 

 大佐和中学校屋内運動場改築事業（屋内運動場改

築工事）について、継続費に係る継続年度が終了した

ので、地方自治法施行令第145条第２項の規定により

議会に報告するものである。 

総務部 

報告第３号 

専決処分の報告について 

（報告理由） 

 車両事故による損害賠償の額を定めること及び和

解について、地方自治法第180条第１項の規定により

専決処分をしたので、同条第２項の規定により議会

に報告するものである。 

消防本部 

報告第４号 

専決処分の報告について 

（報告理由） 

 車両事故による損害賠償の額を定めること及び和

解について、地方自治法第180条第１項の規定により

専決処分をしたので、同条第２項の規定により議会

に報告するものである。 

総務部 

報告第５号 

専決処分の報告について 

（報告理由） 

 車両事故による損害賠償の額を定めること及び和

解について、地方自治法第180条第１項の規定により

専決処分をしたので、同条第２項の規定により議会

に報告するものである。 

市民部 
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議案第３号資料 

   富津市認可地縁団体印鑑条例（平成６年富津市条例第20号）新旧対照表 

現   行 改 正 案 

（登録） （登録） 

第４条 市長は、前条第１項の申請があったときは、当該申請をした者が

当該申請に係る認可地縁団体の代表者等であることを確認するととも

に、当該申請に係る申請書に記載されている事項等について、当該認可

地縁団体につき地方自治法施行規則（昭和22年内務省令第29号）第21条

第２項  の規定により作成された台帳（以下「地縁団体台帳」という。）

の記載事項及び個人印鑑に係る印鑑登録原票の印影その他の登録事項

との照合その他の審査をした上、認可地縁団体印鑑登録原票により登録

するものとする。 

第４条 市長は、前条第１項の申請があったときは、当該申請をした者が

当該申請に係る認可地縁団体の代表者等であることを確認するととも

に、当該申請に係る申請書に記載されている事項等について、当該認可

地縁団体につき地方自治法施行規則（昭和22年内務省令第29号）第18条

の３第１項の規定により作成された台帳（以下「地縁団体台帳」という。）

の記載事項及び個人印鑑に係る印鑑登録原票の印影その他の登録事項

との照合その他の審査をした上、認可地縁団体印鑑登録原票により登録

するものとする。 

（代理人による申請） （代理人による申請） 

第12条 地方自治法施行規則第19条第１項第１号トの規定により代表者

等の代理人の告示が行われている認可地縁団体にあっては、委任の旨を

証する書面を添えて、当該代理人によりこの条例に基づく申請をするこ

とができる。 

第12条 地方自治法施行規則第19条第１項第１号 の規定により代表者

等の代理人の告示が行われている認可地縁団体にあっては、委任の旨を

証する書面を添えて、当該代理人によりこの条例に基づく申請をするこ

とができる。 

２ 前項の場合において、第３条第１項中「認可地縁団体印鑑の登録を受

けようとするもの」とあるのは「認可地縁団体印鑑の登録を受けようと

するものの代理人」と、第４条中「代表者等」とあるのは「代表者等の

代理人」と、第７条第１項及び第10条中「認可地縁団体印鑑の登録を受

けている者」とあるのは「認可地縁団体印鑑の登録を受けている者の代

理人」と読み替えて適用するものとする。 

２ 前項の場合において、第３条第１項中「認可地縁団体印鑑の登録を受

けようとするもの」とあるのは「認可地縁団体印鑑の登録を受けようと

するものの代理人」と、第４条中「代表者等」とあるのは「代表者等の

代理人」と、第７条第１項及び第10条中「認可地縁団体印鑑の登録を受

けている者」とあるのは「認可地縁団体印鑑の登録を受けている者の代

理人」と読み替えて適用するものとする。 
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議案第４号資料 
   富津市中小企業資金融資条例（平成17年富津市条例第５号）新旧対照表 

現   行 改 正 案 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

(１) 中小企業者 中小企業信用保険法（昭和25年法律第264号。以下

「信用保険法」という。）第２条第１項に規定する中小企業者のうち、

農業協同組合、水産業協同組合、森林組合を除く市内に店舗、工場、

事業所、営業所等を有する者をいう。 

(１) 中小企業者 中小企業信用保険法（昭和25年法律第264号。以下

「信用保険法」という。）第２条第１項に規定する中小企業者のうち、

農業協同組合、水産業協同組合、森林組合を除く市内に店舗、工場、

事業所、営業所等を有する者をいう。 

(２) 小規模企業者 信用保険法第２条第３項に規定する小規模企業

者のうち、市内に店舗、工場、事業所、営業所等を有する者をいう。

(２) 小規模企業者 信用保険法第２条第３項に規定する小規模企業

者のうち、市内に店舗、工場、事業所、営業所等を有する者をいう。

(３) 創業者 産業競争力強化法（平成25年法律第98号）第２条第31項

第１号及び第３号に規定する創業者のうち、市内で事業を開始する具

体的な計画を有する者をいう。 

(３) 創業者 産業競争力強化法（平成25年法律第98号）第２条第32項

第１号及び第３号に規定する創業者のうち、市内で事業を開始する具

体的な計画を有する者をいう。 

(４) 新規中小企業者 中小企業者のうち、事業を開始した日以後の期

間が１年を経過していない個人又は設立の日以後の期間が１年を経

過していない会社をいう。 

(４) 新規中小企業者 中小企業者のうち、事業を開始した日以後の期

間が１年を経過していない個人又は設立の日以後の期間が１年を経

過していない会社をいう。 

(５) 運転資金 商品や原材料の仕入れ、決済等に要する事業上の資金

をいう。 

(５) 運転資金 商品や原材料の仕入れ、決済等に要する事業上の資金

をいう。 

(６) 設備資金 市内に設置する店舗、工場、事業所、営業所等の新築

及び増改築並びに設備、機械、車両等の購入に要する事業上の資金を

いう。 

(６) 設備資金 市内に設置する店舗、工場、事業所、営業所等の新築

及び増改築並びに設備、機械、車両等の購入に要する事業上の資金を

いう。 

(７) 一般事業資金 中小企業者が経営に必要な運転資金及び設備資

金をいう。 

(７) 一般事業資金 中小企業者が経営に必要な運転資金及び設備資

金をいう。 

(８) 特別小口資金 千葉県信用保証協会（以下「保証協会」という。）

が定める特別小口保証制度の利用要件に該当する小規模企業者が経

営に必要な運転資金及び設備資金をいう。 

(８) 特別小口資金 千葉県信用保証協会（以下「保証協会」という。）

が定める特別小口保証制度の利用要件に該当する小規模企業者が経

営に必要な運転資金及び設備資金をいう。 

(９) 創業支援資金 創業者又は新規中小企業者が経営に必要な運転

資金及び設備資金をいう。 

(９) 創業支援資金 創業者又は新規中小企業者が経営に必要な運転

資金及び設備資金をいう。 
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